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(57)【要約】
【課題】貯蔵室内の気密性や断熱性が低下することなく
、気化冷媒を貯蔵室の外部に排出し得る貯蔵庫を提供す
る。
【解決手段】製氷室２０には、冷却器２８から貯氷室１
２内に気化冷媒が漏出したのを検知する製氷サーミスタ
３０が設けられる。また、貯氷室１２の下方に機械室１
４が画成され、該機械室１４に排水トラップ５０が設け
られる。排水トラップ５０のトラップ部５２における最
低部位には、下端部が機械室１４内で開口した排気パイ
プ６２が配設される。排気パイプ６２には、開閉弁６４
が設けられ、製氷サーミスタ３０が気化冷媒の漏出を検
知した際に、制御装置２９は、開閉弁６４を開放させて
トラップ部５２内の排出水を機械室１４へ排出させ、貯
氷室１２および機械室１４を排気パイプ６２を介して連
通させる。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　断熱箱体(13)に内部画成された貯蔵室(12,96)と、
　前記貯蔵室(12,96)に配設され、冷却回路(18)を構成して空気より比重の大きい気化冷
媒が供給される冷却器(28)と、
　前記冷却器(28)から貯蔵室(12,96)内に気化冷媒が漏出したのを検知する検知センサ(30
)と、
　前記貯蔵室(12,96)の底部を隔てて下方に画成され、冷却回路(18)を構成する圧縮機(CM
)および凝縮器(CD)が配設された機械室(14)と、
　前記機械室(14)に配設され、前記貯蔵室(12,96)の底部に設けた排水口(40)を介して該
貯蔵室(12,96)に連通すると共に貯蔵室(12,96)内で生じた不要な水を所定量だけ貯留可能
なトラップ部(52,92)と、
　前記トラップ部(52,92)から導出して、該トラップ部(52,92)での貯留量を超えた水を機
械室(14)の外部へ排出する排水パイプ(54)とを備えた貯蔵庫において、
　前記トラップ部(52)における前記排水パイプ(54)より下方部位に接続して下方に延出し
、下端部が機械室(14)内で開口した排気パイプ(62,82,90)と、
　前記排気パイプ(62,82,90)に設けられた開閉弁(64)と、
　前記開閉弁(64)を開閉制御する制御装置(29)とを備え、
　前記制御装置(29)は、前記検知センサ(30)が気化冷媒の漏出を検知した際に、前記トラ
ップ部(52,92)に貯留された水を機械室(14)へ排出して、前記貯蔵室(12,96)および機械室
(14)が前記排気パイプ(62,82,90)を介して連通するよう前記開閉弁(64)を開放するよう設
定した
ことを特徴とする貯蔵庫。
【請求項２】
　外気温を検出する温度検出手段(72)を設けると共に、前記排気パイプ(62,82,90)を介し
て排出された水を受ける蒸発皿(66)を機械室(14)に配設し、前記制御装置(29)は、温度検
出手段(72)の検出温度が予め設定された基準温度を超えた場合に前記開閉弁(64)を開放す
るよう設定した請求項１記載の貯蔵庫。
【請求項３】
　前記排気パイプ(62,82)は、前記トラップ部(52)の最低部位に連通接続した請求項１ま
たは２記載の貯蔵庫。
【請求項４】
　前記機械室(14)に前記凝縮器(CD)を空冷する冷却ファン(FM)が配設され、前記制御装置
(29)は、前記開閉弁(64)を開放する際には前記冷却ファン(FM)を駆動するよう設定した請
求項１～３の何れか一項に記載の貯蔵庫。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、貯蔵室内の水を貯留するトラップ部を備えた貯蔵庫に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　下向きに開口する多数の製氷小室に製氷水を下方から噴射供給して、角氷(氷塊)を連続
的に製造する噴射式の自動製氷機(例えば、特許文献１参照)が、喫茶店やレストラン等の
施設その他の厨房で好適に使用されている。この自動製氷機の概略構成を説明すれば、製
氷機の貯氷庫内に水平に配置した製氷室に、下方に開口する製氷小室が碁盤目状に多数画
成されると共に、該製氷室の上面には、気化冷媒が流通可能な蒸発器が密着的に蛇行配置
される。また製氷室の直下には、支軸を介して水皿が傾動可能に枢支されると共に、該水
皿の下部には所定量の製氷水を貯留する製氷水タンクが一体的に設けられている。製氷水
タンクの下方には、製氷水タンク内の余剰水(以下、製氷残水という)を受ける排水皿が配
設され、該排水皿で受け止めた製氷残水を排出する排出管が排水皿の底部から下方に延出
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している。また、貯氷庫の底部には、上下方向に開放する排水口が形成され、該排水口に
排出管の下端部が臨んでいる。
【０００３】
　前記貯氷庫の下方には、圧縮機、凝縮器、冷却ファンおよびキャピラリーチューブ等を
備えた冷凍装置が配設された機械室が画成されている。前記冷凍装置は、製氷運転に際し
、前記蒸発器に低温の冷媒(気化冷媒)を供給すると共に、除氷運転時に高温のホットガス
(気化冷媒)を循環供給するよう構成される。また、前記機械室には、前記排水口に接続し
た排水トラップが設けられ、該排水トラップから導出する排水パイプが機械室の壁部を貫
通して、外部に延出している。
【０００４】
　前記自動製氷機では、製氷運転において前記製氷小室を下方から閉成する閉成位置に水
皿を保持した状態で、前記冷凍装置から前記蒸発器に冷媒を循環供給して製氷小室を強制
的に冷却すると共に、製氷水タンク内の製氷水を水皿を介して製氷小室に噴射供給するこ
とで、該小室内に角氷を生成する。そして、角氷の生成を製氷完了検知手段が検知すると
、製氷運転から除氷運転に移行し、前記冷凍装置から前記蒸発器にホットガスを循環供給
して製氷室を加熱すると共に、開閉機構により水皿を支軸を中心として斜め下方の開放位
置へ傾動して、製氷小室を開放するよう構成されている。また、製氷運転が完了した時点
で前記製氷水タンクに残留している製氷残水は、該製氷水タンクが除氷運転により水皿と
共に傾動することで製氷水タンクから排出され、前記排水皿で受け止められる。排水皿で
受け止められた製氷残水は、前記排水口を介して排水トラップに貯留されるようになって
いる。なお、排水トラップでの規定の貯留量を上回った余剰水は、排出パイプを介して機
械室の外部へ排出されるようになっている。
【０００５】
　除氷運転において、ホットガスの循環供給により製氷小室と角氷との氷結部が融解し、
該角氷は自重により製氷小室から離脱落下し、開放位置の水皿上を滑落して貯氷庫内に貯
留される。製氷室からの角氷の離脱を除氷完了検知手段が検知することで、除氷運転から
製氷運転に移行し、前記水皿が再び閉成位置に復帰するよう構成されている。なお、貯氷
庫に貯留された角氷の融解水は、貯氷庫の底部を伝って排水口から排水トラップに貯留さ
れる。
【０００６】
　ところで、近年では、オゾン層保護の観点から、気化冷媒としてイソブタンやプロパン
等のいわゆるノンフロン冷媒が広く採用されている。しかしながら、これらノンフロン冷
媒は、空気に対する比重が大きく、可燃性も有しているため、気化冷媒が蒸発器から貯氷
庫内に漏出した場合には、該貯氷庫の底部に高濃度で滞留して引火する危険性がある。そ
こで、この問題に対処するため、貯氷庫内で漏出した気化冷媒を外部に排出する排気用の
パイプを配設した自動製氷機が提案されている。例えば、特許文献２には、貯蔵室から導
出する排気用のパイプを断熱箱体の壁部内を通して庫外に延出させ、該排気用のパイプを
介して貯蔵室内の気化冷媒を外部に排出する冷蔵庫が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開平１１－３２４０５５号公報
【特許文献２】特開平１１－２８１２４８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　ところが、引用文献２の如く、排気用のパイプを断熱箱体の壁部内を通して庫外に延出
させる構成では、貯蔵室内の気密性や断熱性が低下し、該貯蔵室内の冷却能力が落ちてし
まう問題がある。また、貯蔵室内の温度が上昇し易いことから、貯蔵室内を低温に維持す
るためのランニングコストが高くなる難点がある。更に、貯蔵室から外部に導出する排気
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用のパイプは、貯蔵室内の冷気により冷却されて外部空気より低温となり、庫外を延在す
る連通パイプの表面に結露が生じて冷蔵庫の設置場所が濡れる虞がある。
【０００９】
　そこで、本発明は、前述した従来の技術に内在している前記課題に鑑み、これを好適に
解決するべく提案されたものであって、貯蔵室内の気密性や断熱性を損なうことなく、貯
蔵室内に漏出した気化冷媒を排気し得る貯蔵庫を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　前述した課題を解決し、所期の目的を好適に達成するため、本願の請求項１に係る発明
の貯蔵庫は、
　断熱箱体に内部画成された貯蔵室と、
　前記貯蔵室に配設され、冷却回路を構成して空気より比重の大きい気化冷媒が供給され
る冷却器と、
　前記冷却器から貯蔵室内に気化冷媒が漏出したのを検知する検知センサと、
　前記貯蔵室の底部を隔てて下方に画成され、冷却回路を構成する圧縮機および凝縮器が
配設された機械室と、
　前記機械室に配設され、貯蔵室の底部に設けた排水口を介して該貯蔵室に連通すると共
に貯蔵室内で生じた不要な水を所定量だけ貯留可能なトラップ部と、
　前記トラップ部から導出して、該トラップ部での貯留量を超えた水を機械室の外部へ排
出する排水パイプとを備えた貯蔵庫において、
　前記トラップ部における前記排水パイプより下方部位に接続して下方に延出し、下端部
が機械室内で開口した排気パイプと、
　前記排気パイプに設けられた開閉弁と、
　前記開閉弁を開閉制御する制御装置とを備え、
　前記制御装置は、前記検知センサが気化冷媒の漏出を検知した際に、前記トラップ部に
貯留された水を機械室へ排出して、前記貯蔵室および機械室が前記排気パイプを介して連
通するよう前記開閉弁を開放するよう設定したことを要旨とする。
　請求項１の発明によれば、トラップ部に排気パイプを設けたので、貯蔵室内の気密性や
断熱性が損なわれることがなく、貯蔵室の冷却能力が低下するのを防止し得る。従って、
貯蔵室内を低温に維持するためのランニングコストを抑制することができる。また、排気
パイプは、貯蔵庫の外部を引き回されていないので、該排気パイプの周りに結露が生じて
も貯蔵庫の設置場所の周囲が濡れることはない。
【００１１】
　請求項２に係る貯蔵庫では、外気温を検出する温度検出手段を設けると共に、前記排気
パイプを介して排出された水を受ける蒸発皿を機械室に配設し、前記制御装置は、温度検
出手段の検出温度が予め設定された基準温度を超えた場合に前記開閉弁を開放するよう設
定したことを要旨とする。
　請求項２の発明によれば、トラップ部に貯留された水を蒸発皿に供給し、該水が蒸発す
ることで機械室内を冷却することができる。従って、圧縮機から凝縮器へ供給される冷媒
が機械室内で冷却され、凝縮器の凝縮能力を高めることができる。しかも、排気パイプを
利用して蒸発皿に水を供給するので、蒸発皿に水を供給するための供給管を別途設ける必
要がなく、部品点数を抑制し得る。また、温度検出手段の検出温度が基準温度を超えた場
合にのみ蒸発皿に水を供給するようにしたので、低温時には蒸発皿に水が供給されること
はなく、凝縮器の凝縮能力が高くなり過ぎることがない。
【００１２】
　請求項３に係る貯蔵庫では、前記排気パイプは、前記トラップ部の最低部位に連通接続
したことを要旨とする。
　請求項３の発明によれば、漏出した気化冷媒がトラップ部内に残留するのを防止し得る
。
【００１３】
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　請求項４に係る貯蔵庫では、前記機械室に前記凝縮器を空冷する冷却ファンが配設され
、前記制御装置は、前記開閉弁を開放する際には前記冷却ファンを駆動するよう設定した
ことを要旨とする。
　請求項４の発明によれば、冷却ファンを駆動することで、気化冷媒を効率よく拡散し得
る。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明に係る貯蔵庫によれば、貯蔵室内の気密性や断熱性が低下することなく、気化冷
媒を貯蔵室の外部に排出し得る。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】実施例に係る自動製氷機を示す縦断面図であって、開閉弁を閉成した状態を示す
。
【図２】実施例に係る冷凍回路を示す説明図である。
【図３】実施例に制御装置を示すブロック図である。
【図４】実施例に係る自動製氷機を示す縦断面図であって、開閉弁を開放した状態を示す
。
【図５】実施例に係る自動製氷機のガス漏れ発生時における運転方法を示すフローチャー
ト図である。
【図６】実施例に係る自動製氷機の冷却モードにおける運転方法を示すフローチャート図
である。
【図７】変更例１に係る自動製氷機の要部を示す縦断面図であって、開閉弁を開放した状
態を示す。
【図８】変更例２に係る排水トラップを示す拡大縦断面図であって、開閉弁を開放した状
態を示す。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　次に、本発明に係る貯蔵庫につき、好適な実施例を挙げて、添付図面を参照しながら以
下説明する。なお、実施例では、貯蔵庫として、噴射式の自動製氷機に適用した場合で説
明する。また、以下の説明において、「上」、「下」、「左」、「右」とは、特に断りを
入れた場合を除き、自動製氷機を図１の状態で見た場合を基準として指称する。
【実施例】
【００１７】
　図１は、実施例に係る自動製氷機１０の概略構成を示すものであって、該自動製氷機１
０は、貯氷室(貯蔵室)１２および機械室１４が上下の関係で画成され、貯氷室１２の上部
に配設された製氷機構１６と、この製氷機構１６を冷却する冷凍回路(冷却回路)１８とを
基本構成としている。前記貯氷室１２は、断熱箱体１３の内部に画成されて、前記製氷機
構１６で製造された角氷Ｒを該製氷機構１６の下側で貯留するよう構成される。前記製氷
機構１６は、下方に開口する複数の製氷小室２０ａを備えた製氷室２０と、製氷水タンク
２２を一体に備えた水皿２４と、製氷水タンク２２に配設されたポンプモータ２６とから
基本的に構成される。製氷室２０の上面には、前記冷凍回路１８を構成する冷却器２８が
蛇行状に密着配置されている。また、前記製氷室２０には、自動製氷機１０の運転を制御
する制御装置２９に接続する製氷サーミスタ(検知センサ)３０が配設され、製氷運転に際
して該製氷室２０が製氷完了温度に達したことを製氷サーミスタ３０が検知した際に、製
氷運転から除氷運転に移行するよう設定されている。また、この製氷サーミスタ３０は、
後述するように、冷却器２８から気化冷媒が漏出したのを検知する機能を有している。前
記水皿２４は、その一端部が支軸(図示せず)を介して回動可能に軸支されると共に、他端
部は開閉機構３２に連繋されており、該開閉機構３２におけるアクチュエータ３４の正逆
回転に伴って水皿２４は支軸を支点として正逆方向に傾動し、前記製氷小室２０ａを下方
から閉成する水平な閉成位置と、製氷小室２０ａを開放する開放位置とに位置決めされる
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よう構成されている。
【００１８】
　前記水皿２４の製氷室２０と対向する部分には、製氷小室２０ａの夫々に対して製氷水
を噴射供給するための噴水孔と、該噴水孔に隣接して未氷結水を前記製氷水タンク２２に
回収するための戻り孔(何れも図示せず)とが多数穿設されている。そして、前記ポンプモ
ータ２６を運転することで、製氷水タンク２２内の製氷水を前記多数の噴水孔から各製氷
小室２０ａ内に噴射供給するよう構成される。なお、未氷結水は、戻り孔を介して製氷水
タンク２２に回収されて再循環に供給される。前記製氷水タンク２２の下方には、除氷運
転時に傾動した該タンク２２から排出される製氷残水(貯蔵室内で生じた不要な水)を回収
する排水皿３６が配設されている。この排水皿３６には、上下方向に開放する排水孔３６
ａが形成され、該排水孔３６ａに連通する排出管３８が排水皿３６から下方に延出してい
る。また、貯氷室１２の底部には、上下方向に開放する排水口４０が開設されると共に、
該貯氷室１２の底部は、前記排水口４０へ向けて緩やかに下方傾斜しており、貯氷室１２
内に貯留された角氷Ｒの融解水(貯蔵室内で生じた不要な水)が排水口４０へ向けて流下す
るよう構成される。なお、前記排出管３８の開口端は、前記排水口４０に臨んでおり、前
記排水皿３６に受け止められた製氷残水は、排出管３８を介して排水口４０へ放出される
。
【００１９】
　前記機械室１４は、前記貯氷室１２の底部を隔てて該貯氷室１２の下方に設けられ、前
記冷凍回路１８を構成する圧縮機ＣＭおよび凝縮器ＣＤ等を収容配置している。機械室１
４を画成する図１の左側の壁部には、外部空気を取り入れるための通風口４２が開設され
、該通風口４２に臨むよう前記凝縮器ＣＤが配設されている。また、前記機械室１４には
、前記凝縮器ＣＤに近接して冷却ファンＦＭが配設されており、該冷却ファンＦＭが駆動
することで、通風口４２を介して外部空気を機械室１４内に取入れ、前記凝縮器ＣＤを空
冷するようになっている。なお、凝縮器ＣＤや圧縮機ＣＭと熱交換した空気は、機械室１
４を画成する壁部に開設した図示しない排気口から外部に排出されるようになっている。
実施例に係る自動製氷機１０の冷凍回路１８は、図２に示すように、圧縮機ＣＭ、凝縮器
ＣＤ、膨張弁ＥＶ、冷却器２８およびアキュムレータ４４を冷媒配管４６で接続して構成
される。冷凍回路１８では、圧縮機ＣＭで圧縮された気化冷媒を凝縮器ＣＤで凝縮液化し
た後、膨張弁ＥＶで減圧した冷媒を冷却器２８に流入してここで膨張して蒸発させる。そ
して、冷却器２８を流通した気化冷媒は、アキュムレータ４４を介して気液分離され、該
気化冷媒が圧縮機ＣＭに戻るようになっている。また、冷凍回路１８は、除氷運転時に、
凝縮器ＣＤおよび膨張弁ＥＶを介さず圧縮機ＣＭからホットガスを冷却器２８に直接供給
するバイパス回路を備えている。このバイパス回路は、圧縮機ＣＭの吐出側と冷却器２８
の吸込み側とを連結するバイパス管４８と、このバイパス管４８の途中に配設され、制御
装置２９により開閉制御されるホットガス弁ＨＶとから構成される。
【００２０】
　図１に示すように、前記機械室１４の上部には、前記製氷残水や融解水(以下、排出水
という)を所定量だけ貯留可能な排水トラップ５０が設けられている。この排水トラップ
５０は、前記貯氷室１２の底部に前記排水口４０に連通した状態で取り付けられたトラッ
プ部５２と、トラップ部５２の側部から水平方向に導出して機械室１４の外部に延出する
排水パイプ５４とから基本的に構成される。前記トラップ部５２の側部に連通孔５６が開
設され、該連通孔５６を介してトラップ部５２および排水パイプ５４が連通接続されてい
る。トラップ部５２には、前記連通孔５６の下縁部に相当する水位(以下、上限水位とい
う)まで排出水を貯留し得るよう構成され、この上限水位を越えた排出水が排水パイプ５
４を介して機械室１４の外部に排出されるようになっている。なお、トラップ部５２の内
部には、該トラップ部５２の貯留空間を２分する仕切壁５８が設けられ、該仕切壁５８の
下端が連通孔５６の下縁部より下方に延出している。前記トラップ部５２の最底部には、
上下方向に開放する下排気口６０が形成され、該下排気口６０に連通した排気パイプ６２
が下方に延出している。この排気パイプ６２の下端部は、前記機械室１４の内部において
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下方に開口している。排気パイプ６２の途中には、該排気パイプ６２を開閉する開閉弁６
４が配設される。この開閉弁６４は、制御装置２９で開閉制御されるようになっている。
【００２１】
　前記機械室１４の底部には、上方に開放した箱状の蒸発皿６６が配置されており、該蒸
発皿６６の上方に前記排気パイプ６２の下端部が臨んでいる。そして、前記開閉弁６４が
開放した際に、トラップ部５２に貯留された排出水が排気パイプ６２を介して蒸発皿６６
に供給され、該蒸発皿６６に貯留されるようになっている。蒸発皿６６の外底面には、前
記圧縮機ＣＭの吐出し側の冷媒配管４６(以下、吐出管という)が接触しており、吐出管４
６ａを流通する高温の気化冷媒を蒸発皿６６に貯留された排出水と熱交換させて冷却する
よう構成されている。前記蒸発皿６６の内壁部には、該蒸発皿６６に貯留された排出水の
水位を検知する水位センサ６８が設けられ、該蒸発皿６６内の水位が水位センサ６８の検
知位置まで到達すると、該水位センサ６８が検知信号を制御装置２９に送出する(水位セ
ンサ６８がＯＮとなる)ようになっている。
【００２２】
　前記機械室１４には、電装箱７０が配設されており、該電装箱７０の内部に、前記制御
装置２９および外気温を検出する温度センサ(温度検出手段)７２が配設されている。図３
に示すように、実施例に係る制御装置２９は、前記製氷サーミスタ３０、水位センサ６８
および温度センサ７２に電気的に接続しており、これらの検知信号に基づいて、前記アク
チュエータ３４、開閉弁６４、冷却ファンＦＭ、圧縮機ＣＭおよびホットガス弁ＨＶの駆
動を制御するようになっている。また、制御装置２９には、製氷運転の開始と同時に計時
を始めるタイマー７４が設けられている。そして、制御装置２９は、製氷運転において、
タイマー７４が一定時間を計時しても製氷サーミスタ３０が製氷完了温度を検知しない場
合、制御装置２９は、冷却器２８から気化冷媒が漏出(以下、ガス漏れという)したと判断
するようになっている。この場合、制御装置２９は、図４に示すように、前記開閉弁６４
を開放制御して、トラップ部５２内の排出水を排出し、排気パイプ６２を介して貯氷室１
２および機械室１４を連通させるよう設定される。また、制御装置２９は、製氷運転また
は除氷運転において、前記温度センサ７２の検出温度が所定の基準温度を超えた場合には
、冷却モードに移行するよう設定される。この冷却モードでは、制御装置２９は、除氷運
転の開始と共に前記開閉弁６４を開放して、トラップ部５２内の排出水を蒸発皿６６に供
給するよう設定される。そして、制御装置２９は、前記水位センサ６８がＯＮされるか、
または除氷運転が終了すると、前記開閉弁６４を閉成して、蒸発皿６６への排出水の供給
を停止するよう設定される。
【００２３】
　　(実施例の作用)
　次に、実施例の自動製氷機１０の作用について以下説明する。先ず始めに、ガス漏れの
生じていない正常時での自動製氷機１０の運転方法について説明する。図５に示すように
、製氷運転が開始すると、制御装置２９のタイマー７４が作動すると共に(ステップＳ１)
、気化冷媒が冷却器２８に循環供給される。また、製氷水タンク２２に貯留された製氷水
が製氷室２０の各製氷小室２０ａに噴射供給される。製氷小室２０ａへ供給された製氷水
は、冷却器２８を流通する気化冷媒と熱交換することで次第に氷結し始める。また、製氷
小室２０ａで氷結に至らなかった未氷結水は、水皿２４の戻り孔を介して製氷水タンク２
２へ回収される。
【００２４】
　製氷小室２０ａに所定サイズの角氷Ｒが形成されて、前記タイマー７４が所定時間を計
時するまでに前記製氷サーミスタ３０が製氷完了温度を検知すると(ステップＳ２のＹｅ
ｓ)、製氷運転が終了して(ステップＳ３)、除氷運転に移行する(ステップＳ４)。すなわ
ち、制御装置２９は、ホットガス弁ＨＶを開放して、前記冷却器２８にホットガスを循環
供給すると共に、開閉機構３２のアクチュエータ３４を作動させて、前記水皿２４を開放
位置に傾動させる。このとき、製氷水タンク２２から製氷残水が排出されて前記蒸発皿６
６で受け止められ、前記排出管３８を介して排水トラップ５０のトラップ部５２に貯留さ
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れる。ホットガスの熱により製氷小室２０ａと角氷Ｒとの氷結が融解すると、角氷Ｒが自
重により落下して、貯氷室１２に貯留される。そして、全ての角氷Ｒが製氷室２０から落
下すると、除氷運転が終了して、再び製氷運転が開始される。なお、貯氷室１２に貯留さ
れた角氷Ｒの融解水は、貯氷室１２の底部を伝って排水口４０へ向けて流下し、該排水口
４０を介してトラップ部５２に貯留される。
【００２５】
　このように、実施例の自動製氷機１０では、排水トラップ５０のトラップ部５２に製氷
残水や融解水の排出水が貯留されるので、貯氷室１２と外部とが排出水により遮断されて
、貯氷室１２内の冷気が流出するのを抑制し得る。また、排水トラップ５０を設けること
で、外部の塵埃や異臭、害虫等が貯氷室１２内に侵入するのを防止して、貯氷室１２内を
清潔に維持し得る。なお、トラップ部５２の上限水位を越えた排出水は、前記排水パイプ
５４を介して機外に排出される。
【００２６】
　次に、ガス漏れが生じた際の自動製氷機１０の運転方法について説明する。ガス漏れが
生じた状態で、製氷運転が開始すると、気化冷媒の冷却器２８への供給量が少なくなり、
製氷室２０に対する冷却能力が低下する。従って、前記タイマー７４が所定時間を経過し
ても製氷サーミスタ３０が製氷完了温度を検知することはなく(ステップＳ２のＮｏ、ス
テップＳ５のＹｅｓ)、ガス漏れの発生が検知される(ステップＳ６)。ガス漏れが検知さ
れると、制御装置２９が開閉弁６４を開放し、トラップ部５２内の排出水を排気パイプ６
２を介して蒸発皿６６に排出する(ステップＳ７)。ここで、貯氷室１２内に漏出した気化
冷媒の比重は、空気より大きいため、貯氷室１２の底部に気化冷媒が滞留した状態となる
(図４参照)。従って、トラップ部５２内の排出水が排出され、図４に示すように、前記貯
氷室１２が排気パイプ６２を介して機械室１４に連通することにより、空気より重い気化
冷媒は、前記排水口４０、トラップ部５２および排気パイプ６２を流下して、機械室１４
へ排出される。また、ガス漏れを検知すると、制御装置２９は、冷却ファンＦＭを作動さ
せ(ステップＳ７)、前記通風口４２を介して外部空気を機械室１４内に取入れる。従って
、機械室１４に排出された気化冷媒は、冷却ファンＦＭにより拡散され、排気口から機外
に効率的に排出される。なお、ガス漏れが検知されると、制御装置２９は、冷却ファンＦ
Ｍを除き、自動製氷機１０の運転を停止させる。
【００２７】
　このように、実施例に係る自動製氷機１０によれば、トラップ部５２から導出させた排
気パイプ６２を機械室１４内に延在させたので、貯氷室１２内の気密性や断熱性が損なわ
れることがなく、貯氷室１２の冷却能力が低下するのを防止し得る。また、排気パイプ６
２が機械室１４内を延在することで、排気パイプ６２に付着した結露が自動製氷機１０の
設置場所に滴下して、該設置場所が濡れることはない。しかも、実施例では、排気パイプ
６２から滴下した結露を蒸発皿６６で受け止め得るので、機械室１４内が濡れることもな
い。また、実施例では、排気パイプ６２をトラップ部５２の最低部位に接続したので、漏
出した気化冷媒がトラップ部５２内に残留するのを防止し得る。
【００２８】
　ここで、例えば、自動製氷機１０の設置場所の温度が上昇して、機械室１４内が高温と
なると、圧縮機ＣＭから凝縮器ＣＤに非常に高温な気化冷媒が供給されてしまい、凝縮器
ＣＤの凝縮能力が低下してしまう事態が招来する。また、機械室１４内の温度が上昇する
ことで、制御装置２９等の電気部品に支障が生じたり、誤作動が生じたりする虞がある。
そこで、実施例に係る自動製氷機１０では、機械室１４内の温度が基準温度を超えた場合
に、冷却モードに移行するようになっている。
【００２９】
　すなわち、図６に示すように、温度センサ７２の検出値が基準温度を超えると(ステッ
プＳ８のＹｅｓ)、制御装置２９は、冷却モードに移行する(ステップＳ９)。冷却モード
では、次の除氷運転が開始されると(ステップＳ１０のＹｅｓ)、制御装置２９が開閉弁６
４を開放する(ステップＳ１１)。これにより、トラップ部５２内の排出水が排気パイプ６
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２を介して排出され、蒸発皿６６に排出水が供給される。そして、水位センサ６８が排出
水を検知するか(ステップＳ１２のＹｅｓ)、または除氷運転が終了すると(ステップＳ１
２のＮｏ,ステップＳ１３のＹｅｓ)、制御装置２９は開閉弁６４を閉成する(ステップＳ
１４)。蒸発皿６６に排出水が供給されることで、吐出管４６ａを流通する気化冷媒が排
出水により冷却され、温度が低くなった気化冷媒が凝縮器ＣＤに供給される。これにより
、極めて高温な気化冷媒が凝縮器ＣＤへ供給されることで該凝縮器ＣＤの凝縮能力が低下
するのを防止し、自動製氷機１０の製氷能力を維持し得る。しかも、蒸発皿６６の排出水
が蒸発することで機械室１４内が冷却され、機械室１４内の電気部品に支障が来すことも
ない。なお、温度センサ７２の検出値が基準温度を下回っている場合(ステップＳ８のＮ
ｏ)には、製氷運転または除氷運転が継続される(ステップＳ１５)。
【００３０】
　　(変更例１)
　図７は、変更例１に係る自動製氷機８０の要部を拡大して示す縦断面図である。なお、
変更例１の説明では、実施例と同一の部材については、同一の符号を付して説明を省略す
る。変更例１に係る自動製氷機８０では、機械室１４の通風口４２および凝縮器ＣＤの間
に排気パイプ８２および蒸発皿６６が位置するよう設けられる。また、排気パイプ８２の
下端部は、前記凝縮器ＣＤの通風口４２側(冷却ファンＦＭの吸い込み側)に臨むよう構成
される。そして、貯氷室１２でガス漏れが生じた場合には、排気パイプ８２を介して冷却
ファンＦＭの吸い込み側に気化冷媒が放出されることで、更に効率的に気化冷媒を拡散さ
せることが可能となる。しかも、漏出した気化冷媒を貯氷室１２から強制的に吸引して、
該貯氷室１２内を速やかに排気し得る。
【００３１】
　　(変更例２)
　実施例および変更例１では、貯蔵庫として、いわゆる噴射式の自動製氷機１０,８０を
例に説明したが、本発明の貯蔵庫としては、冷蔵庫やショーケースを採用することも可能
である。しかしながら、冷蔵庫やショーケースでは、製氷機のように貯氷室１２で製氷残
水や融解水が生ずることはなく、貯蔵室で生ずる排出水としては、除霜運転時に生ずる水
のみとなる。従って、冷蔵庫やショーケースでは、貯蔵室で生ずる水が製氷機に較べ少な
く、実施例の如く、冷却モードにおいてトラップ部５２内の全ての排出水を排出する構成
では、次にトラップ部５２に排出水が貯留されるまでに時間が掛かってしまう。その間、
排水トラップの役割を果たし得ないことから、貯蔵室内の冷気が庫外に漏出したり、害虫
等が貯蔵室内に侵入する虞がある。
【００３２】
　そこで、図８に示すように、変更例２では、貯蔵庫として冷蔵庫８７を採用した場合に
おいて、排水トラップ８８のトラップ部９２における仕切壁５８の下端部から排水パイプ
５４の下縁部までの間の部位に排気パイプ９０が接続された構成となっている。すなわち
、変更例２では、トラップ部９２の側部に下排気口９４を開設すると共に、該下排気口９
４の下縁部が仕切壁５８の下端部(図８のＬ１参照)より上方に位置し、かつ下排気口９４
の上縁部が連通孔５６の下縁部(図８のＬ２参照)より下方に位置するよう構成されている
。これにより、開閉弁６４を開放した場合であっても、トラップ部９２内の排出水が全て
排出されることはなく、トラップ部９２内の排出水の水位が、下排気口９４の下縁部に位
置したところで、該排出水の排出が停止する。これにより、蒸発皿６６にトラップ部９２
内の排出水の一部を供給し得ると共に、トラップ部９２内に残留した排出水によって外気
との連通は遮断される。すなわち、変更例２では、排水トラップ８８の機能を維持したま
ま冷却モードに移行し得るので、貯蔵室９６内の冷気が漏れたり、害虫等が貯蔵室９６内
に侵入するのを好適に防止することができる。なお、変更例２においても、ガス漏れが生
じた際には、開閉弁６４を開放することで、トラップ部９２、下排気口９４および排気パ
イプ９０を介して貯蔵室９６内の気化冷媒を機械室１４に排出し得る。
【００３３】
　なお、本発明に係る貯蔵庫としては、実施例および変更例１,２の構成に限定されず、
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以下の如き変更が可能である。
(１) 実施例および変更例１では、貯蔵庫として、噴射式の自動製氷機を採用したが、貯
氷室内に排出水が生ずる構成であれば、例えば、流下式製氷やオーガ式製氷機等、他の製
氷機を採用することも可能である。
(２) 実施例および変更例１,２では、気化冷媒の漏出を検知する検知センサとして製氷サ
ーミスタを採用したが、冷却器から気化冷媒が漏出することによる異常を検知し得るもの
であれば、他の検知センサを採用することが可能である。例えば、冷却器から気化冷媒が
漏出することで、冷却器内の圧力低下を検知する圧力センサを採用したり、気化冷媒を直
接検知するガスセンサを採用したりしてもよい。
【符号の説明】
【００３４】
　１２ 貯氷室(貯蔵室)，１３ 断熱箱体，１４ 機械室，１８ 冷凍回路(冷却回路)
　２８ 冷却器，２９ 制御装置，３０ 製氷サーミスタ(検知センサ)，４０ 排水口
　５２,９２ トラップ部，５４ 排水パイプ，６２,８２,９０ 排気パイプ，６４ 開閉弁
　６６ 蒸発皿，７２ 温度センサ(温度検出手段)，９６ 貯蔵室

【図１】 【図２】



(11) JP 2012-127584 A 2012.7.5
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【図５】 【図６】
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